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公共事業関係費（政府全体）の推移
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9.
5

（当
初
）

（補
正
）

社会資本整備事業特別会計
の廃止に伴う経理上の変更に
よる増額の影響 6,167億円

減額補正

（執行停止分）

地方道路整備臨時交付金相当額
が一般会計計上に変更されたこと

による増額の影響 6,825億円

14.9

（年度）

※ 本表は、予算ベースである。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
※ 平成21年度予算については、特別会計に直入されていた地方道路整備臨時交付金相当額（6,825億円）が一般会計計上に変更されたことによる影響額を含む。
※ 平成23・24年度予算については、同年度に地域自主戦略交付金に移行した額を含まない。
※ 平成26年度予算については、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う影響額（6,167億円）を含む。
※ 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の初年度分は、令和２年度第３次補正予算により措置する。（ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」令和２年12月11日閣議決定）

1.
7

防災・減災、国土強靱化の
ための３か年緊急対策

防災・減災、国土強靱化の
ための５か年加速化対策

５か年対策
初年度分
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つる
だ鶴⽥ダム

薩摩川内市
さつませんだいし

伊佐市

湧⽔町
ゆうすいちょう

えびの市

さつま町
ちょう

い さ し

川内川流域の河川改修（築堤、河道掘削等）と鶴田ダムの洪水調節容量の増強により洪水被害を大幅に軽減（国土交通省）①
せんだいがわ つるだ

位置図
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R3.7洪⽔ 鶴⽥ダムの貯⽔位の変化
満⽔位 160.0m

事業前の貯⽔位133.0m

今回の洪⽔流⼊前の貯⽔位116.4m

洪⽔を迎えるにあたっての
貯⽔位低下（更なる容量の増）

事業後の貯⽔位121.1m

事業による
洪⽔のための容量の増

7⽉9⽇ 7⽉10⽇ 7⽉11⽇

満水位まで約6mと迫ったが、
緊急放流に至ることなく、
ダムに洪水を貯留し、
下流の浸水被害の軽減に寄与

約12m

約5m

約6m
ダムの断面
（イメージ）

利⽔容量

堆砂

ダム
堤体

より低い位置に
放流設備を増設

既設の放流設備

鶴⽥ダムの洪⽔調節容量の増強（Ｈ30.10完）

事
業
後
の
洪
⽔
調
節
容
量

事
業
前
の

洪
⽔
調
節
容
量

宮之城⾬量観測所（⿅児島県さつま町）

つるだ

みやのじょう

川内川流域における国土強靱化関係の主な事業 … 事業費 計 約1,187億円
主な事業 対策内容 事業費 対策期間

激特事業 築堤、河道掘削、分⽔路整備 約375億円 H18〜H23
３か年緊急対策 築堤、河道掘削 約101億円 H30〜R2
鶴⽥ダム 洪⽔調節容量の増強（ダムの有効活⽤） 約711憶円 H19〜H30

洪⽔時期 浸⽔⾯積 浸⽔家屋 死者数 被害額
H18.7 約2,800ha 約2,350⼾ ２名 約378.5億円
R3.7 約1,260ha※ 約 140⼾※ ０名 ⽔害統計調査に

おいて確定

国土強靱化関係事業による効果

※8/24時点自治体聞き取り

凡例

実績浸水範囲（戦後最大のH18.7洪水）

実績浸水範囲（R3.7洪水）

３か年緊急対策 【令和３年７月の大雨で効果を発揮した事例】

〇令和３年７月の降雨は、戦後最大の被害をもたらした平成18年７月洪水時の雨量に匹敵。平成18年７月洪水を受け実施
した３か年緊急対策等（築堤、河道掘削等）により、今回の降雨では川内川本川の氾濫による被害を防止。

〇一方、県管理区間の氾濫や内水氾濫による被害は甚大であり、早期復旧及び流域治水の観点から、更なる国土強靱化が
必要。

297

468

354

446

0

100

200

300

400

500

12時間 24時間

宮之城雨量観測所（鹿児島県さつま町）

H18.7 R3.7

雨量(mm)

みやのじょう

6



激特事業で実施した分⽔路整備

宮之城橋

宮都⼤橋

激特事業.

しごめ

みやこおおはし

みやのじょうばしH18.7洪⽔実績浸⽔範囲

推込分⽔路整備
（H23完成）

河道掘削前（Ｒ1.9撮影）

３か年緊急対策

河道掘削後（Ｒ2.3撮影）
位置図

Aʼ

A

ＢʼＢ

川内川流域の河川改修（築堤、河道掘削等）と鶴田ダムの洪水調節容量の増強により洪水被害を大幅に軽減（国土交通省） ②

つるだ

せんだいがわ

計画高水位

⿅児島県さつま町⻁居地先（川内川37k700付近）
河川改修及び鶴田ダムの洪水調節容量の増強を
実施しなかった場合の水位※ AAʼ

約1.8m
水位低減

※H18年以前の河道断面を用いて今回出水流量時の水位を推算

今回ピーク水位

【川内川河道掘削量全体】
激特事業 ：約200万m3
３か年緊急対策等：約134万m3
河道掘削量 計：約334万m3

とらい

河道掘削
（激特事業）

築堤
（激特事業）

とらい

せんだいがわ つるだ

【作成：国土交通省】
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境川遊水地等の整備により浸水被害の発生を防止（神奈川県）

○ 境川水系境川では、洪水を安全に流下させるため、平成28年度までに境川遊水地等の整備を実施。

○ 令和３年７月の大雨では、遊水地直上流の境川遊水地雨量観測所において、近年で最大の被害が発生した平成16年10月台風
第22号時を超える降雨（累加雨量332mm）を観測。

○ 境川遊水地で約25万m3の洪水を貯留し、下流河川の水位を約40cm低下させたと推測され、家屋浸水被害の防止に寄与。

さかいがわ

Ｎ

相模原市

境川水系境川

横浜市

鎌倉市

藤沢市大和市

境川遊水地
（Ｈ２８年度完成）

境川

H16台風22号浸水範囲

家屋浸水被害なし

境川遊水地

今田遊水地流入状況

H16.10台風22号
（２池暫定供用中）

浸水戸数[戸] 浸水面積[ha]
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69ha

700 150

R3.7
（３池完成後）

418戸

252戸

670戸

0戸 0ha

：床上浸水

：床下浸水

家屋浸水被害なし

＜本数値は、速報値であるため変更となる可能性があります。＞

H16.10台風22号
（２池暫定供用中）

降雨量[mm]
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266mm

時間最大

36㎜

350

R3.7
（３池完成後）

累加雨量

時間最大

38㎜

332mm

境川 遊水地

越流堤

約２５万ｍ3の洪水を貯留

中央越流堤

H16年10月

境川遊水地
（暫定供用）

R3年7月

俣野遊水地貯留状況
今田遊水地

下飯田遊水地

俣野遊水地

下流河川の水位を約４０ｃｍ低減

遊水地下流河川の出水状況

一次池 二次池

【令和３年７月の大雨で効果を発揮した事例】

洪水時期 浸水面積 浸水家屋
H16.10 69ha 670戸
R3.7 0ha 0戸

事業 対策内容 事業費 対策期間

河川改修事業 遊水地整備 約460億円 H2～H28

出水状況位置図 整備効果

【作成：国土交通省】
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道路法面対策の実施により土砂災害を未然に防止し、交通機能を確保（国土交通省）

○３か年緊急対策により、平成29年6⽉の豪⾬で落⽯が発⽣した箇所に近接し、落⽯の危険性の⾼い箇所におい
て、落⽯防⽌網の設置やモルタル吹きつけ等の対策を実施。

○令和2年7⽉豪⾬では平成29年を上回る連続⾬量510mmを観測し、令和3年8⽉の豪⾬では連続⾬量400mm
(平成29年と同程度)の降⾬を観測したが、⼤⾬による変状はなく、落⽯被害を未然に防⽌し、通⾏⽌めを回避。

至 宮崎市
至 鹿児島県

【対策内容】

至 宮崎市

至 鹿児島県

414

510

400

0

100

200

300

400

500

600
(mm)
連続⾬量

平成29年6⽉
豪⾬

令和2年7⽉
豪⾬

令和3年8⽉
豪⾬

【宮崎県内国道220号通⾏⽌め状況】

平成29年6⽉
豪⾬

令和2年7⽉
豪⾬

令和3年8⽉
豪⾬

被
災
に
よ
る

通
⾏
⽌
め
時
間
（
ｈ
）

被災による通⾏⽌め無し

３か年緊急対策 【令和３年８月の大雨で効果を発揮した事例】

【位置図】

事業箇所

対策箇所

H29被災箇所気象庁
油津観測所

宮崎市

全面通行止め
H29.6.20 20時～
H29.6.28 13時

路線 対策内容 事業費 対策期間

国道２２０号 モルタル吹付⼯
落⽯防⽌網⼯ 約12億円※ H30〜R1

【概要】【連続⾬量の⽐較】

＜参考：時間最⼤⾬量＞ H29.6 ：23.5mm/h
R2.7 ：29.5mm/h
R3.8 ：36.5mm/h

185時間

平成29年6⽉豪⾬による被災（落⽯） 3か年緊急対策による落⽯対策等

吹付工
落石網
設置

令和2年3月対策完了

落⽯対策完了
（R2.3）

※宮崎県 国道220号 維持管理における、防災・減災、国土強靱化のための
緊急対策事業費（法面・盛土）の総額

【作成：国⼟交通省】
9



○平成23年3月の東日本大震災では、相馬港において岸壁が被災し、海上物流機能の維持が困難な状況。
○その後、平成25年8月に耐震強化岸壁の整備が完了し、平成26年3月に供用開始。
○令和3年2月に発生した福島県沖を震源とする震度6強の地震では、非耐震の岸壁で段差等が発生し荷役作業
が不可能となったが、耐震強化岸壁に大きな被災はなく、地震後も滞りなく荷役作業が行われた。

耐震強化岸壁の整備により相馬港の海上物流機能を維持（国土交通省）

【令和３年２月福島県沖地震で効果を発揮した事例】

2号ふ頭の崩壊状況

平成23年3月 東日本大震災時における被災状況（震度6弱） 令和3年2月 福島県沖地震時の状況（震度6強）

耐震強化岸壁では大きな被害なし

【事業概要】
港湾利用企業の物流効率化を図るとともに、大規模地震発生時

における緊急物資輸送等の物流基地とするため、相馬港３号ふ頭
地区に耐震強化岸壁を有する国際物流ターミナルを整備。

岸壁（水深-12m）（耐震）

1号ふ頭
2号ふ頭3号ふ頭

【位置図】

相馬港
港湾 対策内容 事業費 事業期間

相馬港 耐震強化岸壁整備
約310億円の

内数
S61～R2

【作成：国土交通省】

※耐震強化岸壁はH26に供用開始
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